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市町村が主体となって，地域に根差した
柔軟な都市計画策定が可能になった

左図：森本ら(2017)「広域的視点から見る断片化された都市計画の実態－市町村マスタープラン連結図より－」 右図：社会資本整備審議会答申「新しい時代の都市計画はいかにあるべきか。（第一次答申）」

郊外立地を規制した地域が損不整合な都市将来図

都市計画策定段階での広域調整の必要性

・個別の事業ごとに調整実施
・実際に問題が発生した後に実施

・広域調整の影響を評価する手法不在
・科学的根拠を欠いた政治的・抽象的議論に終始

既存の広域調整の課題

都市計画策定段階での
広域調整支援手法の開発

研究
目的

分権化の負の側面

①事業単位・事後的な調整 ②関係者間の合議による調整

研究の手法

1.都市計画の方針(都市マスに対応)

2.立地規制の厳格さ(立適計画に対応)

対象とする
問題

土地利用予測による広域調整影響評価に着目

1.都市計画の方針を考慮したシミュレーション

市民の立地行動と計画の影響を統合

2.立地規制の厳格さを考慮したシミュレーション

拡張・維持・縮小の3方針を扱い，その影響をモデル化
居住地(人口)・商業地・工業地を対象とする

①都市間の計画方針の不整合 ②他都市への計画影響の波及

誘導区域外での立地を厳格/非厳格に規制する場合を考える

居住地(人口)の予測
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①市町村間の移動
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誘導区域外の立地制限

厳格
規制

誘導区域

大型商業施設の立地予測

①既存施設の操業維持・撤退判定

②大型商業施設の新規立地判定

・商圏人口が基準値以上
・空地面積が基準値以上
・最寄りの大型商業施設との距離が基準値以上
・立地魅力度が基準値以上
・市街化調整区域外である
・都市機能誘導区域内である(厳格規制地域)

商圏人口が基準値以上→操業維持
商圏人口が基準値以下→撤退

適用実験と考察

基準年：2015年 → 目標年：2040年
対象地域：富山県の全15市町村

都市計画の方針 立地規制の厳格さ
調整後に縮小方針を取る

市町村が増加する状況想定
調整後に全市町村が厳格に
立地規制をする状況想定

市町村 調整前 調整後
富山市 縮小 縮小
高岡市 縮小 縮小
魚津市 拡張 拡張
氷見市 拡張 拡張
滑川市 維持 縮小
黒部市 縮小 縮小
砺波市 拡張 縮小

小矢部市 拡張 縮小
南砺市 縮小 縮小
射水市 維持 縮小
舟橋村 維持 維持
上市町 拡張 縮小
立山町 拡張 縮小
入善町 維持 縮小
朝日町 縮小 縮小

市町村 調整前 調整後
富山市 厳格 厳格
高岡市 非厳格 厳格
魚津市 非厳格 厳格
氷見市 厳格 厳格
滑川市 非厳格 厳格
黒部市 厳格 厳格
砺波市 非厳格 厳格

小矢部市 厳格 厳格
南砺市 非厳格 厳格
射水市 非厳格 厳格
舟橋村 非厳格 厳格
上市町 厳格 厳格
立山町 非厳格 厳格
入善町 非厳格 厳格
朝日町 非厳格 厳格

縮小→縮小：
調整遅延→2040年時点での人口減少

=コンパクト化に熱心な市町村が損
拡張→縮小：

維持→縮小：

調整遅延→他市町村から人口吸収

＝コンパクト化に熱心でない市町村が得

本研究の成果と課題

当初より縮小方針
→中心市街地に人口集中

当初より拡張方針
→郊外部でスプロールに

人口増加

○青いメッシュ
：当初より縮小方針の時が人口多い
○赤いメッシュ
：当初より拡張方針の時が人口多い
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将来深刻な都市経営
に陥る恐れ

2015年時点 2040年まで無調整

広域調整を全く行わなかった場合：
○厳格に立地規制をしている上市町で大型商業施設が撤退
○非厳格な立地規制をしている魚津市・滑川市では1軒ずつ多く保持
○非厳格な立地規制をしている入善町では大型商業施設が新規立地

2040年時点での人口は増加するが，疎な土地利用が拡大

実験①：都市計画方針別の2040年時点人口
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実験②：砺波市 (調整前：拡張方針→調整後：縮小方針)の例

適用実験の概要と想定する広域調整の状況

実験③：広域調整と大型商業施設の立地の関係

１．土地利用予測シミュレーション手法の高度化
２．広域調整が必要な他の問題についても対応
３．手法のユーザビリティ改善(インターフェースなど)

2015年から調整

都市計画分野における分権化

１．都市計画策定段階における広域調整実現に向けた
枠組みを初めて提示

２．土地利用予測を通じた広域調整影響評価手法を開発
３．広域調整に関する新たな知見の獲得

○本研究の成果は以下の通りである

○今後の課題と展望は以下の通りである


